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小論文  
【試験時間 ９０分】 

以下の１から８をよく読んで指示に従うようにしてください。 

指示に従わない場合は、不正行為と見なしますので、注意してください。 

 

1. 解答開始の合図があるまで、問題冊子を開かないでください。許可なくこの問題冊子

を開いた場合は、不正行為と見なします。 

2. 試験時間は９０分です。 

3. 試験問題は、１ページから 3 ページです。解答開始の合図があった後、問題冊子を確

認し、印刷不鮮明な箇所等があった場合は、直ちに申し出てください。 

4. 解答用紙は２枚あり、問題冊子とは別になっています。解答は指定された解答用紙の

解答欄に横書きで記入してください。 

5. 受験番号、氏名は２枚の解答用紙の所定欄すべてに記入してください。 

6. 問題冊子の余白を下書きに利用しても構いません。 

7. 試験時間中の退出はできません。 

8. 試験終了後、問題冊子は持ち帰ってください。 



 

 

第１問  

以下の２つの新聞記事を読んで、あとの設問に答えなさい。 

 

農家激減、自給率は低下 食料安保で基本法見直し 

政府は農政の基本方針を定めた「食料・農業・農村基本法」の見直しに踏み切る。基本法

は施行から 20 年以上が経過。その間に農家や農地は激減して食料自給率は大きく低下し、

基本法そのものの在り方が疑問視されている。ロシアのウクライナ侵攻で露呈した食料安

全保障の確保が急務となる中、現状の国内農業の情勢を踏まえ、実現可能な農政方針を示す

ことができるか試される。 

基本法は「食料の安定供給」のほか、人材の育成や確保を掲げた「農業の持続的な発展」

など 4つの理念で構成。「国内の農業生産の増大を図ることを基本」と明記し、基本法を基

に食料自給率の向上を図ることも規定している。 

だが、令和3年度のカロリーベースの食料自給率は38％で、過去最低となった前年度（37％）

に並ぶ低水準が続く。政府は令和 12 年度にカロリーベースで 45％に引き上げる目標を掲げ

ている。新たな基本法では、輸入依存度が高い飼料作物や、自給率の低い小麦（17％）や大

豆（7％）の国内栽培を促すような政策方針を示すつもりだ。 

とはいえ、小麦や大豆の輸入依存からの脱却を図るには、米国などのように生産の大規模

化が必須だ。気候変動対応などのコストもかかるため、「どこまで構造転換を進められるか

見通せない」（農業関係者）。 

また、ロシアとウクライナの紛争で大半を輸入に頼る肥料などの生産資材が高止まりし、

農家の経営を圧迫。ここに来て離農がさらに進みかねない経済環境になっている。実際、農

業を主な仕事とする「基幹的農業従事者」は令和 4年に約 123 万人と、平成 7年の約 256 万

人から半減。高齢化や耕作放棄地の拡大といった恒常的な課題にも歯止めがかからない。 

キヤノングローバル戦略研究所の山下一仁研究主幹は「農家の保護だけに重点を置くの

ではなく、食料を安定的に手に入れたい消費者の目線も組み込んだ農政方針を示す必要が

ある」と指摘。実現が困難な小麦などの国内生産力の向上よりも「輸入農作物を大量に備蓄

できる体制を構築できるような農政方針を示すべきだ」と警鐘を鳴らす。                        

（出典：産経新聞 2022 年 9月 9 日） 

https://www.sankei.com/article/20220909-7MLM7UI2I5JKZJLLPZW5GUNWIA/ 

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

（なお、作問にあたり、一部表現をあらためたところがある。また「食糧安保」と記載

のあった記事の見出しを、記事中の「食料安保」という表記に統一した。） 

 

穀物国産化、2023 年に具体策 食料安保で初会合  

岸田文雄首相、法改正も視野 

 

政府は 9日、食料安全保障の強化などを話し合う「食料安定供給・農林水産業基盤強化本

部」の初会合を首相官邸で開いた。岸田文雄首相は小麦や大豆などの国産化などを推し進め

るため、2023 年に具体策を策定するよう指示した。 

 

首相は①肥料の国産化と安定供給②作付け転換支援による小麦や大豆、飼料作物の国産

化の推進③食品ロスへの対策強化――の 3点を挙げて対策を立てる方針を示した。「2023 年

に結果を出せるよう緊急パッケージを策定してほしい」と話した。 

 

ロシアによるウクライナ侵攻などにより、食料の安定供給への懸念が高まっていること

を踏まえた。 

 

食料・農業・農村基本法の改正も見据えると説明した。「食料安全保障の強化、農林水産

業の持続可能な成長を推進するため、農林水産政策を大きく転換する」と強調した。                       

（出典：日本経済新聞 2022 年 9 月 9 日） 

 

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA090K70Z00C22A9000000/ 

（なお、作問にあたり、一部表現をあらためたところがある。） 

 

 

問 この２つの新聞記事の内容を踏まえ、まず日本の農政・食料安全保障が抱える課題を簡

潔にまとめた上で、「食料安全保障」確保の観点から、私たちは何をなすべきかについ

て具体的に提言してください。 

なお、論述にあたっては、「政府は何をなすべきか」「農業従事者は何をなすべきか」

「消費者は何をなすべきか」という論点を取り込み、600 字前後で論述してください。 

 

 

 

 

 

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

第 2問 

 

The Japanese yen is the weakest it has been in decades. This makes it very difficult for 

Japanese people who want to travel abroad, but it should be great for incoming tourism. 

Considering the ongoing COVID situation, do you think Japan should take advantage of 

the weak yen to welcome more tourists? Please provide examples and details to support 

your argument. Your response should be about 150 words in English. 


